
企画財政部
政策企画課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

政策推進事業 件 267 287 268

回 56 52 50

地方創生推進事業 件 0 0 0

％ 95.6 91.3 100

広域連携推進事業 回 2 2 2

中核市移行検討事業 回数 1 4 0

リノベのいばらきプロジェクト推進事業 ％ 31.0 26.4 32.0

％ 64.0 56.8 50.0

件 1 0 ‐

人 710 484 538

4

中核市移行にかかる勉強会等

法改正により、本市においても中核市への移
行が可能となったことから、移行を想定した
場合に課題となる財政、人材の確保、市民
サービス等について、調査・研究する。

3

地域ブロック会議(豊能・三島)への参加回数

施設の共同利用や差異の少ない事務を連携し
て行うなど、広域連携による事務の効率化を
検討する。また、少子高齢化による人口構造
の変化等を踏まえ、近隣都市との役割分担に
よる連携を研究する。

5

活動人口（地域活動等への参加）割合

活動人口を増やすための「リノベのいばら
き」プロジェクトにおいて、リノベーショ
ン、ＤＩＹを切り口に、「楽しく」まちづく
りを始めるきっかけを提供し、活動人口の増
加を図り、まちの持続的発展をめざす。

地域活動等に参加したいと考えた人の割合

空き物件の改修件数

工房利用者数

・地域とのつながりを深める観点から、茨木小学校と連携し、店舗シャッターのペイントイベ
ントを実施した。
・プロジェクトの認知度を高めるため、SNS等で活躍するインフルエンサーを招いてDIY講演会
を開催した。
・森林環境譲与税を活用し、木材利用啓発のための市民参加型ワークショップを開催した。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

2

交付金決定を受けた件数（事業数）

人口減少に歯止めをかけ、「しごと」と「ひ
と」の好循環、それを支える「まちの活性
化」を実現するため、「茨木市総合戦略」に
位置づけられた事業の進捗管理及び公表を行
う。
また、国の「デジタル田園都市国家構想総合
戦略」の情報を捉えるとともに、デジタル田
園都市国家構想交付金等の活用を検討する。

総合戦略でＡ評価またはＢ評価とした施策の割合

1

実施計画事業数（再掲含む）

第5次総合計画の実現に向け、計画的な政策
の推進及び施策の実現と中長期的な見通しに
立った健全な行財政運営を図ることを目的と
して、毎年度、実施計画を策定する。また、
政策推進会議を活用し、行政課題等の審議・
協議を行う。

政策推進会議（庁議）
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企画財政部
政策企画課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

産官学連携推進事業 件 ‐ 13 10

件 3 3 12

回 6 6 3

円 322,613 419,724 463,499

地方分権関係事業 件 81 81 81

各種市長会事業 回 2 1 3

回 1 1 1

件 2 2 2

各種助成金等の活用に係る調整事業 件 3 1 4

総合教育会議運営事業 回 1 1 1

件 1 1 1

件 3 3 3

8

北摂市長会事務担当者会議への参加回数

北摂市長会等において、各市共通の課題など
について情報交換や協議をするほか、府や国
への要望活動を行い、市政の運営に資する。

北摂市長会総会への参加回数

国・府施策に対する要望書の作成件数

7

大阪府からの事務移譲延べ件数

権限移譲や特区制度等について、国・府との
調整を行うほか、事務の移譲等に関する庁内
の調整を行う。

10

総合教育会議の開催回数

市長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、
地域の教育課題やあるべき姿を共有してより
一層民意を反映した教育行政の推進を図るこ
とを目的とする。

報告案件

協議案件

9

事業申請件数

一般財団法人自治総合センター等が実施する
助成事業や府が実施する大阪府市町村振興補
助金、国の各種交付金の活用について、庁内
調整・検討を行い、市民サービス向上やまち
の活性化等に関する事業の推進を図る。

・立命館大学と「いばらき×立命館DAY」を共同開催し、学生、企業、市等による取組
みを紹介する場を設けた。
・イオンモール茨木にてSDGsに関連した啓発イベントを実施し、企業、大学、市の事業
や取組みを、多くの市民に向けて周知・発信する機会として活用した。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

学生等連携事業補助金の交付決定件数

民間の企業や団体とのWin-Winの関係を構築
する連携を推進し、事業の多様化や効率化を
図る。また、大学及び大学生が地域の課題解
決及び活性化に取り組む事業に対して支援す
ることにより、地域での活躍を促進し、もっ
て地域と大学及びその学生との連携によるま
ちづくりを推進する。加えて、連携協定を締
結している大学で構成される連携プラット
フォームを構築、運営し、情報共有や、地域
との連携、大学間の連携促進を図る。

大学連携共同研究事業マッチング件数

大学連携プラットフォーム会議実施回数

連携事業に基づく寄附金
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企画財政部
政策企画課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

行政評価事業 ％ 100 97.2 100

％ 100 91.0 98.4

事務事業実績報告事業 事業 743 737 735

事業 277 214 170

審議会等の運営の適正化事業 機関 78 80 131

人 718 764 1,245

回 439 457 609

事務報告書作成事業 冊 116 116 36

マイナンバー制度運用事業 項目 962 972 1,013

15

情報連携項目数

マイナンバー制度において、制度に対する正
しい理解を促すための周知に努めるととも
に、円滑な運用を実施するため、庁内関係課
の調整を行う。

12

事務事業実績報告対象事業数

市の行政活動全般の事業コストや活動実績等
を把握し、広く市民に公表する「事務事業実
績報告」を実施する。

改善・見直しが行われた事業数

11

施策評価でＡ評価またはＢ評価とした施策の割合

第5次茨木市総合計画の進行管理を行うた
め、「取組評価」及び「施策評価」を実施
し、評価結果を市民に公表する。

施策評価でａ評価またはｂ評価とした取組の割合

14

事務報告書作成冊数

市民に開かれた行政を推進するため、年度終
了後に、各所属の実施事業を取りまとめた事
務報告書を作成し、市議会へ報告する。ま
た、情報ルームやホームページを通して市民
に情報を提供するとともに、庁内での情報共
有を図る。

13

審議会等数（４月１日時点）

市民が市政に参画する機会を拡大し、行政の
効率的・効果的な組織運営を図るため、市の
事務に関する審議、審査、調査等を行う審議
会等について、とりまとめを行うとともに、
会議の公開や委員の選任が適切に行われるよ
う、指針等で基準を示し、各所属への指導、
助言を行う。

延べ委員数（４月１日時点）

会議の総開催数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標
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企画財政部
政策企画課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

行財政改革推進事業 百万円 482 369 223

件 277 214 170

機構適正化事業 部 13 14 14

課 74 77 77

係 181 188 191

グループ 11 11 12

指定管理者制度運用事業 回 4 4 6

施設 19 1 8

施設 68 68 68

％ 100 97.6 100

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

16

行財政改革による経費削減・増収額

効率的・効果的な行財政運営に努めるため、
改訂した行財政改革指針に基づき、積極的な
行財政改革を進めるとともに、職員の行財政
改革に対する意識を高める。

行財政改革推進 取組総数

18

選定委員会開催回数

指定管理者制度を適切に運用し、市民サービ
スの向上及び各施設運営の効率化を図るた
め、制度に関する各課への指導及び相談、マ
ニュアルの整備等を行う。
また、指定管理者候補者選定委員会を開催
し、適切な候補者を選定するとともに、施設
の管理運営に関するモニタリングの結果を審
議し、適正な施設運営とサービス水準の維
持・向上に努める。

選定施設数（更新含む）

導入施設数

モニタリング評価がＳ評価またはＡ評価の割合

17

組織数（各年度当初の部の数）

新たな行政課題や市民ニーズに的確かつ柔軟
に対応するため、適時、効率的・効果的な機
構の整備を行う。

組織数（各年度当初の課の数）

組織数（各年度当初の係の数）

組織数（各年度当初のグループの数）
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企画財政部
財政課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

新公会計制度による決算事務・分析事業 回 1 1 1

回 1 1 1

予算編成事務事業 式 1 1 1

式 1 1 1

予算執行管理等事業 回 4 4 4

回 1 1 1

回 13 11 7

式 1 1 1

地方交付税事務事業 式 1 1 1

起債事務事業 億円 35 15 28

5

市債発行の抑制（予算‐発行額）

起債発行のための申請・手続き等を行うとと
もに適切な公債費の執行など、地方債管理に
関する事務を行う。

予算編成方針における目標『事務事業見直し目標額』『市債発行に係る設
定限度額』を達成することができた。

2

予算編成（編成方針説明会、予算査定等）

市税等の収入見込や扶助費等の経常経費及び
「主要プロジェクト」をはじめとするハード
事業等の政策経費を推計する財政計画を基に
した中長期の財政収支の見通しを踏まえ、景
気や国の動向等に柔軟に対応し得る自律した
財政運営を可能とする予算編成システムの構
築を行い、財政の健全化と市民サービスの充
実を図る。

財政計画の策定、見直し

1

統一的な基準による財務書類等の作成・公表

統一的な基準による公会計制度の整備を進
め、財政情報等を市民に分かりやすく伝える
とともに、財政指標等の決算情報について、
類似都市との比較等による分析を行い、得ら
れたデータを今後の財政運営において活用を
図る。

研修会への参加

4

交付税算定事務

地方交付税の算定に要する資料作成等の事務
を行う。

3

財務事務研修

予算の適正な執行を確保するため、財務会計
システムを活用し、各課の執行を管理すると
ともに、各課の庶務担当者を対象にした財務
事務研修の実施や通知の発出による管理等を
行う。

予算執行計画の通知

財務会計システムを用いた予算編成

財務会計システムを用いた予算執行

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標
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企画財政部
財政課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

財政状況等の公表事務事業 回 30 27 21

回 2 2 2

使用料手数料等適正化事業 回 1 1 1

補助金等見直し事業 回 1 1 1

予算措置を行った新型コロナウイルス感染症や物価高騰等対策について、
予算措置ごとに実施内容を簡潔にまとめた一覧表を作成しＨＰで公表する
とともに、音声読み上げに配慮した補正予算ごとのページも作成した。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

ホームページの更新

より多くの市民に、市の財政運営や状況等に
ついて関心を持ってもらうために、よりわか
り易くタイムリーな財政情報を提供する。

広報いばらきへの掲載

8

補助金等執行状況一覧表の公開

補助金等制度の透明性や客観性を確保するた
めに、全ての補助金等について補助金額・補
助内容・補助団体名等をホームページで公表
するとともに、「補助金等のあり方に関する
ガイドライン」の方向性に沿って、より公益
性・公平性・有効性のある補助金等となるよ
う取り組む。

7

検討部会・免除団体審査会の開催

「使用料・手数料の見直しについて（使用
料・手数料算定基準）」に基づき、施設使用
料の免除団体の審査等を適切に実施し、さら
なる使用料・手数料の適正化に取り組む。

使用料・手数料について、「利用と負担の公正性の確保」を図るため、平
成22年度に外部委員の意見を踏まえ設定した統一的な算定基準により、現
状の維持管理経費をもとに定期的な見直しを行い、令和４年９月議会にお
いて使用料関係条例の改正を行った。
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企画財政部
財産活用課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

広告事業 回 31 33 42

件 13 12 12

千円 10,019 10,703 12,204

普通財産管理事業 千円 108,942 187,742 70,265

千円 34,321 34,883 34,873

固定資産台帳運用事業

自動販売機設置事業者公募事務 件 42 31 9

千円 19,233 13,404 2,339

行政境界確認等事業 か所 1 4 1

5

行政境界確認箇所数

未確定の行政境界を確定するため、隣接する
市町との未確定境界について、行政境界確認
申請を受け、関係市町等と現地確認を行い、
行政境界を確定する。

2

普通財産売却収入

道路残地、元里道・水路敷などの法定外公共
物や用途廃止した行政財産で、今後の有効活
用が見込めない土地については、売却処分ま
たは有償貸付することにより維持管理経費を
削減し、新たな歳入確保に努める。

普通財産貸付収入

1

広告事業部会開催回数

財源の確保や経費節減を図りながら、市民
サービスの向上や地域経済の活性化を図るた
め、市の印刷物や施設等の資産に広告を掲載
する広告事業を推進する。

広告掲載媒体数

広告掲載による効果額（収入＋経費節減）

4

公募件数

各課が所管する行政財産内に設置する自動販
売機の設置事業者を公募方式にて募集するこ
とにより、競争原理のもと更なる歳入確保を
図り、併せて施設利用者等の利便性及び行政
財産自体の効用を高める。

公募金額

3
公有財産管理運用システムの運用により、統
一的な基準に基づく固定資産台帳を調製し、
客観性・比較可能性を担保した地方公会計制
度の運用を行うとともに、財産の有効活用を
図る。

公有財産管理運用システムの運用を平成29年度から開始し、統一的な基準
に基づく固定資産台帳を調整し、客観性・比較可能性を担保した地方公会
計制度の運用を行った。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標
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企画財政部
財産活用課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

市有財産災害共済加入等事業 万円 18,853,110 18,562,827 18,913,192

登記事務事業 件 142 139 103

件 10 14 7

件 121 119 76

財産区財産管理事業 ㎡ 369,963 370,176 370,190

千円 68,675 89,852 79,836

千円 137,545 6,517 0

公共施設等マネジメント事業 施設 136 140 129

施設 ‐ 39 38

棟 48 33 26

官民連携（PPP/PFI）推進事業 施設 68 68 68

10

PPP手法導入施設数

公共施設の整備や運営の見直しを行う際に、
施設所管課と連携して従来の手法に優先して
多様なPPP手法の導入を検討することによ
り、民間事業者等の資金や経営能力を活用す
る官民連携を推進する。

9

個別施設計画（中長期保全計画）策定施設数

老朽化が進行する公共施設等（公共建築物及
びインフラ）の保全・更新等に係る財政負担
が集中することが想定されることから、人口
減少や人口構造の変化等による市民ニーズの
変化等を踏まえ、公共施設等の有効活用、長
寿命化、全体最適化等に係る総合的かつ計画
的な取組を推進する。

個別施設計画（最適化実行計画）策定施設数

公共施設構造体耐久性調査等の実施棟数

・施設の保全優先度を踏まえた予算編成を実施した。
・安全対策が必要な吊り天井を有する公共施設８施設について、１施設の
安全対策の完了及び１施設の天井改修に向けた設計を行った。また、他６
施設は令和５年度以降の対応の方向性を整理した。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

共済責任額

市が保有する建物等の市有財産が火災、水
災、震災その他の災害等により損害を受けた
場合に、その損害等を補填するため、全国市
有物件災害共済会に加入する。

8

財産区財産

市内の財産区の適正な管理運営のため、財産
区が保有する財産区財産の管理を行う。

財産区事業交付金

財産区財産処分

7

所有権移転登記

市が取得した公共事業用地や、寄附を受けた
土地、交換等により市有財産となった土地及
び、譲与や売買により処分した土地につい
て、第三者に対抗するため大阪法務局北大阪
支局に所有権移転等の嘱託登記を行う。

代位登記

その他登記

25



企画財政部
財産活用課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

施設予約システム等運用事業 施設 47 47 54

人 2,299 5,063 6,289

市有財産等利活用推進事業 件 ‐ 7 2

回 ‐ ‐ 1

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

官民連携による本市の市有財産等の有効活用を一層推進するため、関係団
体への周知を行った。

12

民間提案制度事前対話件数

民間提案制度やサウンディング型市場調査、
ネーミングライツ等により、民間事業者等の
アイデアやノウハウを活用し、市有財産等の
利活用を推進することで、市民サービスの向
上、地域及び地域経済の活性化、新たな財源
の確保並びに事業の経費節減を図る。

ネーミングライツ審査部会開催回数

11

公共施設予約システム検討・導入施設

ICTの活用による市民サービスの向上、施設
の利用促進、施設運営に係る事務の効率化及
び標準化等を図るため、令和２年度に新たに
導入した施設予約システムの適切な運用・改
修をはじめ、Wi‐Fi型スマートロックの拡充
検討を行う。

公共施設予約システム利用登録者数
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企画財政部
市民会館跡地活用推進課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

市民会館跡地エリア活用事業（ソフト） 回 14 16 14

回 78 70 211

市民会館跡地エリア活用事業（ハード） ％ 100 ‐ ‐

％ 2.6 11.5 60.0

％ ‐ 43.0 60.0

市民に対し、今しか見られない建設中のおにクル現場見学会を実施し、さ
らなる期待感の高まりに応えた。

2

暫定広場整備設計・施工進捗率

市民会館跡地エリアの活用検討に基づき、跡
地エリアの既存施設の解体や新施設、広場の
整備を各種課題等への対応を図りつつ進め
る。

新施設及び芝生広場設計・施工進捗率

水路改修工事進捗率

1

市民ワークショップの開催

市民との対話を基本に、市中心部という立地
性や今後の公共施設更新の問題など政策課題
を踏まえ、市民会館跡地エリアの活用につい
て検討を進める。

暫定広場での市民企画等の実施

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標
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企画財政部
契約検査課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

契約事務事業 件 174 194 190

件 39 35 38

件 38 42 57

件 11,352 11,244 11,052

工事検査事務事業 件 96 83 103

件 30 20 25

件 7 9 9

物品・建設工事及び測量コンサルタント等登録事務事業 件 496 2,139 473

件 248 1,190 251

件 32 577 35

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

3

物品登録事務

市が発注する工事、委託、物品の契約事務を
適切に行うため、入札への参加を希望する業
者が提出する申請書及び添付書類の資格審査
を行い、建設工事業者については、等級別格
付を行う。

建設工事登録事務

測量・建設ｺﾝｻﾙ登録事務

2

竣工検査

工事目的物が設計図書に規定された出来形・
品質及び機能を満足するものとして引き取る
ため、契約請負金額1,000万円以上の工事目
的物を対象とし検査を行い、検査時の指導を
通じて、工事の適正かつ能率的な施工を確保
するとともに工事に関する技術水準を向上さ
せる。

基本検査

出来形・中間検査

1

工事発注件数

市で発注する工事（公共工事）及び物品の入
札執行から契約締結までの事務を、透明性、
公平性を図りながら円滑に行い、入札参加業
者の公正な選考並びに適正な入札執行と契約
締結事務を進める。

工事委託発注件数（除草・剪定等）

設計等委託発注件数

物品発注件数
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企画財政部
ＤＸ推進チーム

単位 R2年度 R3年度 R4年度

行かなくてもいい市役所推進事業 件 19,269 13,676 43,711

％ 79 79 78

件 ‐ ‐ 24,372

ICTビジョンマネジメント事業 件 201 217 209

件 47 46 49

件 238 377 409

件 2 3 4

ＤＸ推進体制構築事業 回 6 6 6

人 263 406 208

人 25 26 26

人 13 38 18

人 5 18 21

くらしのデジタル化推進事業 件 25,630 25,381 31,585

件 20 20 20

スマート行政経営推進事業 回 ‐ 2,174 1,699

業務 ‐ 36 53

件 34 3 0

1

電子申請システムを用いた手続申請数

行かなくてもいい市役所により市民のQoLを
向上させるため、ICTの徹底活用により、時
間や場所にとらわれない行政手続を実現す
る。

国指定の手続等におけるオンライン利用状況

FAQチャットボット問い合わせ件数

・電子申請システムに公的個人認証機能を導入し、厳格な本人確認が必要な手続に対応
した。
・電子申請システムにオンライン決済機能を導入し、多様な決済方法に対応した。
・FAQチャットボットを導入し、市民サービスの向上を図った。

・庁内専用ネットワーク上に、コミュニケーションツールの活用、ペーパーレス化、モ
バイルワークを推進するための各種ツールを解説するページを作成して、職員に周知を
図った。
・人事課、障害福祉課及び保育幼稚園事業課において、各所属が課題として認識してい
る業務を対象に業務改革（BPR）の取組を実施し、業務の効率化を図った。

5

庁内Web会議の利用実績

Web会議、RPAの活用など、デジタル化を前提
とした職員の働き方に変革することで業務の
効率化を進める。

RPAの活用業務

AR利用実績コンテンツ数

4

公式総合アプリ「いばライフ」ダウンロード数

「豊かさ、幸せ」が実感できる"次なる茨木"
の実現のため、子ども一人ひとりに合わせた
教育環境の実現や、平時にも災害時にもICT
を活用した環境を整備する。また、より透明
性を高め、市民の参画や行政との協働を促進
するため、市が保有するデータを二次利用可
能な形式でインターネットを通じて公開し、
官民協働による新たな公共サービスの提供を
検討する。

オープンデータ公開件数

公式総合アプリ「いばライフ」において、ひとり親のための法律相談や行
政書士相談等の予約機能を追加するとともに、FAQチャットボットや駐車
場・駐輪場の混雑状況確認情報へのリンクを掲示し、利便性の向上を図っ
た。

業者主催研修情報システム課職員参加数

・ＤＸ推進チームのロードマップを更新した（R4.6）。
・ＤＸ推進チームCFTを編成した（兼務職員17名）。
・デジタル専門人材を登用した（１名）。
・J-LIS主催のリモートラーニングによるデジタル人材育成のための基礎研修を活用
し、職員研修を実施した。

3

職員向けICT研修実施回数

デジタル技術を活用し、市民の暮らし、行政
のあり方等を変革するため、全庁的なチーム
を立ち上げ、市役所が一丸となってデジタル
トランスフォーメーションを推進する。ま
た、職員数が減少した将来において、市民
サービスの質を落とすことなく行政経営を進
めていくためには、市民サービスのデジタル
化が不可欠であり、デジタル化の観点をもっ
て職務を遂行できる人材の育成・充実を図
る。

職員向けICT研修参加者数

マッセ大阪主催研修参加者数

J‐LIS主催研修情報システム課職員参加数

2

当年度ICTビジョン取組数

多岐にわたるICT関連事業を横串で統括し、
「次なる茨木のためのICTビジョン」を実現
するため、毎年度アクションプランを策定
し、事業実施からの評価、フォローアップを
行う。

次年度情報システム調達事業数

ICT利活用事例の庁内向けHPへの掲載数

AIシステム導入累計数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標
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企画財政部
ＤＸ推進チーム

単位 R2年度 R3年度 R4年度

デジタルデバイド対策推進事業 人 ‐ 129 603

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

デジタルサポートサービス利用者数

情報通信技術の利用のための技能の向上や、
利用の機会の確保を行うことにより、全ての
市民が情報通信技術の便益を享受できるよう
にする。

デジタル・サポートサービスにおいて、実施期間を２か月から６か月に延
長するとともに、スマートフォンを持たない方への体験サービスの提供、
フリーダイヤルによる予約受付の実施により、サービス向上を図った。
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企画財政部
情報システム課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

基幹系システム運用管理事業 件 32,725 33,147 6,307

件 54 60 0

情報システム全体最適化事業 ％ 76.7 90.0 100.0

ネットワーク管理運営事業 分 0 0 0

情報セキュリティ対策事業 人 1,926 1,809 1,946

件 0 0 0

情報システム管理事業 件 47 46 49

3

庁内ネットワークダウンタイム（保守除く）

ＩＣＴの利活用による効率的かつ効果的な市
政運営を行うため、外部ネットワークとの接
続、パソコン等の調達、インフラシステムの
運用等を行い、庁内LANを適正かつ円滑に管
理及び運営する。

2

システムの全体最適化　完了率

複雑・老朽化した基幹系ホストシステムや標
準化されていないオープン系システム全体を
最適化するため、情報システム全体最適化計
画に沿って、データ連携等の共通基盤を整備
しながら、順次、オープン系システムで各シ
ステムの再構築を進める。

茨木市情報システム全体最適化計画に基づき、令和４年５月にホストシス
テムを全廃し、全体最適化が完了した。

情報システム調達時における全庁的な基準として策定した情報システム調
達ガイドラインを運用し、システム仕様書の妥当性や積算・見積方法を精
査した。

5

システム調達案件数

情報システムの調達において、統一的な基準
に基づく調達により、経費を適正化するため
組織全体として情報システムの最適化を図
る。システムの導入・開発や機器更改等に伴
うシステムの入れ替えについて、「茨木市情
報システム調達ガイドライン」に基づく進捗
管理を行う。

4

セキュリティ研修等受講者数

本市が保有する情報資産の機密性、完全性及
び可用性を維持するため、組織体制を整備
し、情報セキュリティポリシーを運用する。
また、必要に応じて具体的な対策を実施す
る。

重大なセキュリティ事故

・情報セキュリティに関する内部監査を実施した。
・情報セキュリティに関する契約上の措置を実施するため、情報セキュリ
ティに関する仕様書例を作成、周知した。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

ホストシステム処理作業件数

市民サービスに直結する行政の内部事務の電
算化業務について、電子計算機等を利用し
て、計画的、効率的なシステム運用を行い、
多量化、多様化する内部事務処理の迅速化、
効率化を図り、電子計算処理組織の安全で安
定した運営を行う。

ホストシステム修正件数
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企画財政部
情報システム課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

共通基盤システム管理運用事業 件 5,206 8,316 9,258

件 437 871 942

件 130,209 169,398 284,642

回 1 1 1

ICTインフラ最適化事業 ％ 28 48 76

％ 80 87 90

特定個人情報保護事業 人 524 522 542

ヘルプデスク事業 件 1,232 5,755 3,485

情報システム標準化・ガバメントクラウド化事業 ％ ‐ ‐ 0

％ ‐ ‐ 0

10

標準化対応完了率

地方公共団体情報システムの標準化に関する
法律（令和３年法律第40号）により、対象20
業務について国が定める仕様に準拠すること
が義務化、ガバメントクラウドの利用が努力
義務とされたことから、対象システムを標準
化及びガバメントクラウド化することによ
り、手続きの簡素化や合理化を実現し、市民
サービスの向上と業務効率化、経費削減を図
る。

ガバメントクラウド化対応完了率

令和７年度までに対象20業務全て標準化及びガバメントクラウドの利用が
できるよう、ロードマップ等に沿って、進捗管理や移行支援を行った。

7

2in1端末を利用可能な職員の割合

経年により老朽化し、情報セキュリティ対策
の強化やマイナンバー制度への対応により複
雑化したネットワークについて、個別の最適
化だけではなく、全体の最適化に向けて、全
庁的かつ計画的に見直しを実施する。

自席で無線接続可能な職員の割合

6

電算処理作業件数

情報システムを最適化し、オープンな環境で
運用していく上で、各業務システム間のデー
タ連携やバッチ処理の基礎となる、共通基盤
システムの運用を計画的かつ効率的に行い、
各業務システムが安全で安定した処理が行え
るよう管理する。

印刷統合基盤処理件数

パンチ件数

障害回復訓練の実施件数

9

問合せ対応件数

庁内の情報システムに関するトラブルに対し
て対応し、業務を適切に行えるよう補助す
る。

8

特定個人情報取扱者研修受講者数

「行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律」第五章「特
定個人情報の保護」の定めに基づき、適切な
特定個人情報の取扱いを維持することを目的
とする。具体的には、茨木市個人情報の適正
な取扱いに関する基本方針・取扱指針に基づ
いた安全管理措置を行う。 ・特定個人情報の取扱いに関する内部監査を実施した。

・特定個人情報保護評価書作成の助言、取りまとめ等を行った。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標
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企画財政部
まち魅力発信課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

シティプロモーション基本方針推進事業 回 6 8 8

茨木市ブランドメッセージ事業 回 9 11 18

茨木市魅力発信事業 回 6 6 6

数 60,152 27,032 3,957

回 1 10 7

パブリシティ活動事業 件 141 139 168

件 4 5 4

ふるさと寄附金推進事業 件 8,029 6,658 7,395

5

寄附件数

茨木市を応援したい人からの寄附を受け付け
る「ふるさと寄附金制度」について、市の重
点的な取組みに活用される使途を創設し、一
定額以上の寄附者には地元特産品等をお礼品
として進呈することなどによって自主財源を
確保するとともに、本市及び本市特産品等の
魅力を効果的にＰＲすることで、本市に愛着
を感じ、応援してくださる寄附者の増加を目
的とする。

共感・応援・賛同を集める手法の一つとして、新施設おにクルに関するふ
るさと納税型クラウドファンディングを実施した。

2

市民等によるブランドメッセージの使用回数

茨木らしさを表現したブランドメッセージ
（ロゴ）により、市内外の人に一貫性のある
茨木の魅力を効果的に発信するとともに、市
民のまちへの誇りと愛着を高めることで、
「さまざまな活動への参画」や「ずっと住み
続ける」という行動に繋げることを目的とす
る。

1

シティプロモーションに関する意見交換実施数

平成27年度に策定したシティプロモーション
基本方針について、市民、事業者・団体との
共有を含め、今後のプロモーション活動の検
討・推進を図る。

4

新聞社等への記事提供件数

市内外に向け、市政情報の周知や市の魅力を
ＰＲするため、新聞やテレビ等のマスメディ
アを活用し情報を発信する。

報道関係者への会見・レクチャー

3

各種関係団体が参画する会議等への参加回数

市の魅力や市が持つ地域資源を市内外の多く
の人に知ってもらうため、イメージアップや
認知度アップにつながる情報発信の取組を行
う。

魅力発信サイトの閲覧（セッション）数

各種メディアを通じた魅力発信回数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標
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企画財政部
まち魅力発信課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

ホームページ・ＳＮＳ運営事業 件 3,353,857 3,836,017 3,288,240

件 447 498 469

件 16,509 18,077 20,923

広報誌発行事業 部 1,615,500 1,632,200 1,648,400

部 50 45 42

魅力発見ツアー事業 回 ‐ 3 3

魅力発掘・創造事業 回 6 8 8

回 ‐ 3 3

ロケーション誘致事業 件 15 11 9

件 9 11 19

10

本市がロケ地になったドラマ等の放送回数

茨木市の文化歴史や自然等を積極的にＰＲ
し、映画等のロケーションの誘致を進める。
ロケ地に利用されることで、まちの魅力の再
発見と市民のまちへの誇りと愛着を高める。

本市がロケ地になった番組等の支援回数

9

【再掲】各種関係団体が参画する会議等への参加回数

茨木市の文化歴史や自然、人、商品、あるい
は行政サービスといった魅力を見つけ、集
め、つなぎ、積極的に支援していくことで、
新しい魅力の創造に努める。

【再掲】実施回数（魅力発見ツアー）

「おにクル」、「ダムパークいばきた」等の主要事業をPRするため、「ワ
クワクが、ぞくぞく。」のコピーのもと、市内公共施設（180か所）やモノ
レール広告を活用したプロモーションを実施。その他、地上波の特番で
「ダムパークいばきた」関連をPRした。

Instagram等により募集した「茨木の魅力」を広報誌特集や市ホームページ
の特集ページに展開するなど、媒体間の連携、市民との連携による情報発
信を推進した。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

ホームページユーザー数

最新の市政情報等を市内外の人に広く提供す
るため、市ホームページの適切な管理・運営
を行うとともに、コンテンツの充実を図る。
また、ＳＮＳの持つ即時性などを活かした積
極的な情報発信を行う。

ＳＮＳ投稿件数

ＳＮＳのいいね、フォロー合計数

8

実施回数（魅力発見ツアー）

市内外の方々を対象に、公共施設だけでな
く、その時々に話題となっている民間施設や
スポットを巡り、「まちの魅力」を知ってい
ただくことを目的に、バスツアー等を開催す
る。

7

発行部数（広報いばらき）

全ての市民に市政情報を周知するため、総合
情報誌「広報いばらき」の発行を行う。ま
た、視覚障害者や高齢者等を対象とした広報
誌の音訳版「声の広報いばらき」や点訳版
「広報いばらき」の発行を行う。

一月あたりの声の広報及び点字広報発行部数

・広報誌閲覧アプリ「マチイロ」を利用した広報誌の配信を行った。
・Instagram等により募集した「茨木の魅力」を広報誌特集に展開したほか、職員採用
広報において市ホームページ上で先輩職員のインタビュー記事を掲載して広報誌面から
誘導するなど、媒体間の効果的な連携による戦略的な情報発信を推進した。
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企画財政部
まち魅力発信課

単位 R2年度 R3年度 R4年度

広報刊行物発行事業 部 8,000 8,000 8,000

部 ‐ ‐ ‐

部 ‐ 3,000 ‐

広報活動支援事業

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

・「茨木市職員のための『伝わる』広報ガイドライン」の作成・共有を
行った。
・クリエイターとの連携事業の制度設計・対話を実施した。
・各所属の主要な事業等に係る広報活動を支援した。

12
各所属の効果的で戦略的な情報発信を支援す
ることにより、本市が作成する広報物等の質
的向上を図るとともに、情報発信に係る市職
員の理解とスキルの向上を図る。

11

市民ハンドブック発行

転入者等に市政の概要について、わかりやす
く紹介し、市政を理解してもらうため、市民
ハンドブック等の広報刊行物を発行する。

市内地図発行

市勢要覧の発行
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